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COTOHA Translator利用規約 

 

実施 平成 30 年６月１日 

 

 

 

（規約の制定） 

第 1 条 エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社（以下「当社」といいます。）

は COTOHA Translator 利用規約（別紙を含みます。以下「本規約」といいます。）

を定め、これにより SaaS 型翻訳サービスである、COTOHA Translator（以下「本サ

ービス」といいます。）を提供します。 

２ 本サービスに係る契約者（以下「契約者」といいます。）は、本規約を誠実に遵守

するものとします。 

３ 本サービスの詳細は当社が当社の Webサイトに公開するマニュアル等に記載の通

りとします。 

４ 本規約において用いる用語の定義は以下の通りとします。 

用語 意味 

本サービス用設備 本サービスを提供するにあたり、当社が設置するコンピュ

ータ、電気通信設備その他の機器及びソフトウェア 

利用文字データ 契約者が本サービス用設備に送信若しくは記録した文字デ

ータ、利用アプリケーションにより生成した対訳文字デー

タ、及びそれらを再生成（再翻訳を含みます。）した文字 

データ。 

原文ファイル 本サービスを通じて、利用者及びエンドユーザが入力した

ファイル 

訳文ファイル 契約者が行った翻訳要求に基づき、本サービスが生成した

ファイル 

ユーザ辞書データ 本サービスを通じて、利用者及びエンドユーザが入力した

ユーザ辞書のデータ 

翻訳メモリデータ 本サービスを通じて、契約者が入力した翻訳メモリのデー

タ 
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（許諾の範囲） 

第２条  当社は契約者に文章の翻訳を目的とした本サービスの利用権を許諾するものと

します。本サービスの利用権は、譲渡不可、再許諾不可、かつ非独占的なものとし

ます。 

 

（本規約の変更） 

第３条 当社は、1 ヶ月前までに通知することにより本規約及び本サービスを変更すること

ができるものとします。当該変更を行うときは、当該変更後の本規約の内容及びそ

の効力発生時期を、当社の Web サイト上 

(https://www.ntt.com/about-us/disclosure/tariff.html)への掲載、その他の適

切な方法により周知します。 

２ 前項の定めにかかわらず、契約者の本サービスの機能の継続利用及び料金に影響

がない場合、または緊急やむを得ない場合は、当社は事前の通知を要さず本サービ

スの変更を行えるものとします。 

   ３  本規約の変更の効力が発生した後、契約者が、特段の申し出なく、本サービスを 

利用したとき、利用料金を支払ったとき、その他当該変更に特段の異議無く承諾 

したものと当社が判断したときは、かかる変更に同意したものとみなし、特に断り

の無い限り料金その他の提供条件は変更後の規約によります。 

 

（申込みと承諾） 

第４条 本サービスの利用及び利用内容の変更を希望する場合は、本規約に同意の上、当社

所定の方法により申し込むものとします。 

２ 前項の申込みがあった場合、当社はこれを受け付けた順番に従って承諾します。当

社による申込者に対するメールの送信等による申込み完了の連絡をもって、契約

の成立とします。成立した当該契約を以下「本契約」といいます。 

３当社は、次の各号に該当すると判断した時は、申込みを承諾しない場合があります。 

（1）申込者が要望するサービスの提供が技術上、その他の理由により著しく困難な

とき 

（2）本サービスの申込者が当社の提供する本サービスの料金又は手続に関する費用

等の支払いを現に怠り、又は怠るおそれがあると当社が判断したとき 

（3）本サービスの申込者が第 14 条（利用停止）に該当するとき、又は該当するおそ

れがあると当社が判断したとき 

（4）申込み内容に虚偽の記載がなされたとき 

（5）申込者が日本国内に住所を置く法人（法人に相当すると当社が認めるものを含

みます。）でないとき 

（6）申込者が本サービスの利用において、「外国為替及び外国貿易法」、これに関連す

https://www.ntt.com/about-us/disclosure/tariff.html
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る関係法令及び規則等（以下総称して「法令等」といいます。）、米国輸出管理規則

（EAR)及びこれに関連する法令等、並びに輸出先の輸出管理に関する法令等に違

反するおそれがあると当社が認めるとき 

（7）第 2 条（許諾の範囲）に定める許諾の範囲を逸脱した利用及び第２２条（契約

者の義務）に定める契約者の義務に違反するおそれがあると当社が判断したとき 

（8）その他当社の業務に支障があるとき、又は支障があるおそれがあると当社が判

断したとき 

４ 当社は本契約成立後であっても、前項各号に該当することが明らかになった場合

には第 2 項の承諾を取り消す場合があります。この場合、当社は取り消しにより

契約者が被った損害についての責任を負わないものとし、契約者はそれまでに当

社に生じた費用を負担するものとします。 

５ 当社が申込みを承諾しない場合には、当社は申込者に対しその旨を通知します。 

６ 当社が申込み及び申込み内容の変更を承諾後、当社は契約者へ本サービスを提供

する準備が完了次第、契約者に本サービス提供の開始日を通知するメール等を送

信します。 

 

（利用料金） 

第５条 本サービスの利用料金は本規約別紙１「料金表」において定めるものとします。 

 

（利用料金の支払義務） 

第６条  契約者は、当社が第 4条（申込みと承諾）6 項により通知する利用開始日を含む

月の翌月から起算して、契約の解約日を含む月までの期間について、料金の支払を

要するものとします。 

２ 本サービスの料金の算定は本規約別紙１「料金表」に定めるところにより月額で算

定するものとし、日割計算は行わないものとします。 

３ 第 13 条（利用中止）に定める利用中止又は第 14 条（利用停止）に定める利用停止

の期間中も、契約者は、本サービスに係る契約期間中の料金の支払を要するものと

します。 

 

（支払方法） 

第７条 当社は、契約者に対し、本規約別紙１「料金表」に定めるところの利用料金につき、

利用月（手続きに関する料金については当社が当該手続きを完了した日の属する

月）の翌月 20 日までに請求書を発行するものとし、契約者は、当該請求書記載の

支払期日までに当社の指定する方法により支払を行うものとします。 

 

（延滞利息） 
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第８条 当社は、契約者が料金その他の債務（延滞利息を除きます。）について支払期日を

経過してもなお支払を行わない場合には、支払期日の翌日から支払の日の前日ま

での日数について、年 14.6%の割合で計算して得た額を延滞利息として請求する権

利を有するものとします。 

 

（最低利用期間） 

第９条 本サービスの最低利用期間は、別紙１「料金表」に定める通りとします。 

２ 契約者が本サービスの契約を最低利用期間内に解約又は変更する場合、契約者は

別紙１「料金表」に定める金額の支払を要するものとします。 

３ 前項の定めにかかわらず、契約者が、第 3 条（本規約の変更）に定める本サービ

スの機能の継続利用に関わるサービスの変更及び料金の変更又は第 21 条（本サー

ビスの廃止）に定める本サービスの一部又は全部の廃止を理由に本サービスの契

約を解約する場合、当該変更又は廃止に関する当社による通知から 10 日以内に契

約者が解約の申込みをした場合に限り、当社は契約者に前項に定める請求を行わ

ないものとします。 

 

（本サービスの提供を受ける権利の譲渡の禁止） 

第 10 条 契約者は、契約者が本規約に基づいて本サービスの提供を受ける権利を、あらかじ

め当社の書面による承諾がない限り、その全部又は一部を第三者に譲渡し又は承

継させてはならないものとします。 

 

（契約者が行う本契約の解約）  

第 11 条 契約者は、本契約を解約しようとするときは、その旨をあらかじめ当社所定の様式

に記入の上、解約しようとする日より 13 営業日前までに、当社に対して書面によ

り申出を行うものとします。 

 

（当社が行う本契約の解約） 

第 12 条 当社は、契約者が次のいずれかに該当するときは、本契約を解約することができ

るものとします。 

（1） 第 14条(利用停止)の規定により本サービスの利用を停止された契約者が、

なおその利用停止の原因となる事実を解消しないとき 

（2） 当社が指定する支払期日を経過してもなお、本サービスの利用料金を 

支払わないとき 

（3） 第 4条（申込みと承諾）に基づき当社に申し出た内容に虚偽の内容を記載

したとき 

(4)  契約者が第 20 条（本サービスの日本国外での利用）1 項 1 号乃至３号の条
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件を満たさず日本国外で本サービスを利用したとき 

（5） 強制執行若しくは執行保全処分又は競売の申立があったとき 

（6） 第三者より差押・仮差押・仮処分・滞納処分・強制執行・競売の申立等を受

けたとき、破産・民事再生・特別清算・会社更生手続き開始等の申立があった

とき、又はこれらのおそれがあると認められるとき 

（7） 租税公課を滞納して催促を受けたとき、又は保全処分を受けたとき 

（8） 資産状態が悪化し、又はそのおそれがあると認めるに足る相当の理由がある 

とき 

（9） 監督官庁より営業の停止、取消等の処分を受けたとき 

（10） 解散、減資、営業の全部又は重要な一部の譲渡等の決議をしたとき 

（11）前各号に定めるほか、資産、信用および支払能力等に重大な変更を生じ、 

又はそのおそれがあると認められる相当の事由があるとき。 

（12）前各号に定めるほか、本規約に違反したとき 

２ 当社は前項の規定により本契約を解約しようとするときは、あらかじめ契約者に

そのことを通知するものとします。ただし緊急やむを得ない場合は、この限りでは

ありません。 

 

（利用中止） 

第 13 条 当社は、次の場合には本サービスの一部又は全部の利用を中止することができる

ものとします。 

(1) 当社の設備の保守上、工事上又はサービス提供上やむを得ないとき 

(2) 天災、事変、その他の非常事態が発生し、又は発生するおそれがあるとき 

(3) 本サービスが正常に動作せず、本サービスを継続して提供することが著しく

困難であるとき 

(4) 法令等に基づく強制的な処分により本サービスを提供することが著しく困

難となったとき 

(5) 当社の設備を不正アクセス行為から防御するために必要であると当社が判

断する場合 

２ 当社は前項の規定により本サービスの利用を中止するときは、あらかじめ契約者

にそのことを通知するものとします。ただし、緊急やむを得ない場合はこの限りで

はありません。 

 

（利用停止） 

第 14 条 当社は契約者が次のいずれかに該当するときは、契約者への事前の通知をするこ

となく本サービスの全部又は一部の提供を停止することができるものとします。 

(1) 利用料金その他の債務について、支払期日を経過してもなお支払わないとき 
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(2) 第 22条（契約者の義務）の規定に違反したとき 

(3) 前各号のほか、本規約に反する行為であって、本サービスに関する当社の業

務の遂行又は当社の電気通信設備等に著しい支障を及ぼし、又は及ぼすおそ

れがある行為をしたとき 

２ 当社は、契約者の本サービスへのリクエスト頻度、サーバーの繁閑状況その他当

社の判断に基づき、契約者による本サービスの利用に制限を設けることができる

ものとします。 

 

（データ等の取扱い） 

第 15 条 第 18 条（責任の制限）の規定にかかわらず、当社は、当社の電気通信設備等に保

存されたデータ（以下「保存データ」といいます。）及び本サービスの利用により

生成、提供又は伝送されたデータ（以下、「生成等データ」といいます。）が滅失若

しくは毀損した場合、これにより契約者又は第三者に発生した直接あるいは間接

の損害について、原因の如何を問わず責任を負わないものとします。契約者は、自

らが必要とする保存データ及び生成等データについてはバックアップ等の措置を

行うものとします。 

２ 当社は、保存データ及び生成等データが漏洩した場合、又は漏洩その他の事由によ

り本来の利用目的以外に利用された場合、第 19 条（免責）第 4 項の範囲内で賠償

するものとします。 

３ 生成等データについては、当社はその内容等についていかなる保証も行わず、ま

た、それに起因する損害についても責任を負わないものとします。 

４ 契約者が入力した文字データ及び原文ファイルは、本サービスにより翻訳実行さ

れた後、本サービス用設備から消去されます。また、訳文ファイルは、本サービス

を通じて契約者が訳文ファイルを削除すること、本サービスの自動削除設定によ

り削除すること、若しくは第 17 条（データ等の削除）に定める当社指定の処理に

より、本サービス用設備から削除されます。 

 

（データ等の利用） 

第 16 条 当社及び本サービスの提供に必要な技術の一部を提供する株式会社みらい翻訳

（以下、「みらい翻訳」といいます。）は、第 1 号に定める契約者の情報を、第 2 号

に定める目的外では利用しません。 

（1） 利用する情報：契約者が入力したテキスト、用語等の文字データ・音声デ

ータ、本サービスの利用により生成した対訳等の文字データ・音声データ及び

それらを再生成（再翻訳を含む。）した文字データ・音声データ（以下これら

を総称して「サービスログ」といいます。） を統計的なデータ（文字数等に変

換した不可逆なデータ）に加工したもの 
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（2） 利用する目的：①本サービスの維持運営、②本サービスの使用状況の計

測・分析、③本サービスの障害・不具合時の調査・対応 

２当社は、前項の規定にかかわらず、契約者の明示的な同意なくサービスログを 

機械翻訳への学習には利用しません。 

３ 当社は、当社の電気通信設備等の故障若しくは停止等の復旧等の設備保全又は本

サービスの維持運営及び改善のため、当社の電気通信設備等に保存されたサービ

スログ及びアクセスログ等のデータを確認、分析、調査及び複写又は複製等必要な

行為をすることができるものとします。 

４前項の規定によらず、当社は、法令又は裁判所若しくは官公庁の判決、決定、命令、

その他により開示を要求された場合、必要最小限度の範囲で当社の電気通信設備

に保存された契約者の情報を当該機関に対して開示することができるものとしま

す。ただし、当社は、かかる要求があった場合、可能な範囲でその開示前にその旨

を契約者に通知するものとします。 

 

（データ等の削除） 

第 17 条 第 21 条（本サービスの廃止）による本サービスの廃止のほか、当社は第 11 条（契

約者が行う本契約の解約）又は第 12 条（当社が行う本契約の解約）による本契約

の解約があったときは、保存データを当社指定の方式により削除できるものとし

ます。この場合において、当社は、保存データの削除に起因する契約者又は第三者

に発生した直接又は間接の損害について責任を負わないものとします。 

 

（責任の制限） 

第 18 条 当社は、本サービスを提供すべき場合において、当社の責めに帰すべき理由により

その提供をしなかったときは、その本サービスが全く利用できない状態（全く利用

できない状態と同程度の場合を含みます。以下同じ）にあることを当社が知った時

刻から起算して 24 時間以上その状態が連続した場合に限り、これに起因してその

契約者に直接かつ現実に生じた損害を賠償するものとします。 

２ 前項の場合において、当社は本サービスが全く利用できない状態にあることを当

社が知った時刻以降のその状態が連続した時間（24 時間の倍数である部分に限る）

について、24 時間ごとに日数を計算し、その日数に対応する本サービスに係る利

用料金を発生した直接損害とみなし、その直接損害額に限って賠償するものとし

ます。 

３ 当社が故意又は重大な過失により本サービスを提供しなかったときは、前 2項に

定める当社の責任の制限の規定は適用しないものとします。 

 

（免責） 
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第 19 条 当社は前条に定める場合を除き、契約者に係る逸失利益、間接損害、特別損害、

偶発的損害、結果的損害、又は懲罰的損害等、一切の損害及び第三者に発生した損

害の賠償をしないものとし、契約者は当社にその損害についての請求を行わない

ものとします。また、契約者は、本サービスの利用により、契約者が第三者に対し

損害を与えた場合、自己の責任でこれを解決し、当社に責任を負担させないものと

します。 

    ２ 当社は、明示又は黙示を問わず、本サービス（本サービスにおける翻訳の正確

性及び翻訳に要する時間を含みますが、これらに限られません。）の正確性、実現

性、市場性、有用性、特定目的適合性、有効性並びに本サービス利用による契約者

の本サービス利用対象となる業務の改善可能性について保証するものではありま

せん。 

３ 当社は、本サービスの利用により生じる結果について、契約者に対し、本サービ

スの提供に必要な設備の不具合、故障、第三者による不正侵入、商取引上の紛争、

法令等に基づく強制的な処分、その他の原因を問わず責任を負担しないものとし

ます。  

４ 当社は、第 26 条（秘密の保持）第 1 項に定める契約者の機密情報が当社の債務

不履行により第三者に漏洩し契約者が損害を被った場合、利用者に現実に発生し

た通常生ずべき損害につき、損害発生の時点から最大１年遡った期間に契約者が

本サービス利用料金として支払った金額を上限として、当社はその損害を賠償す

るものとします。当社の故意又は重過失による場合は、その限りではない。 

５ 当社は、当社の故意又は重過失によるものである場合を除き、本サービスの利用

により、契約者と第三者との間において生じた損害の賠償をしないものとし、契約

者は当社にその損害についての請求を行わないものとします。 

６ 当社は、本規約の変更等により、契約者の自営端末設備等の改造又は変更（以下

この条において「改造等」といいます。）を要することとなる場合であっても、そ

の改造等に要する費用については負担しないものとします。 

 

（本サービスの日本国外での利用） 

第 20 条 当社は、契約者が以下のすべての条件を満たす場合においては、契約者が本サー

ビスの全部又は一部を別紙 2 で指定する日本以外の国・地域で利用する事を認め

るものとします。 

（1）契約者が日本国法により輸出または技術の提供を禁止されている者ではな

いこと、又は、経済産業省が定める外国ユーザリスト若しくは米国法で定める

Denied Persons List 等に掲載されている者ではないこと（以下、「取引禁止者若

しくは取引禁止企業」といいます。） 

（2）本サービスまたは本サービスを利用して提供する契約者のサービスを禁輸
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国又は貿易制裁国の企業、居住者、取引禁止者若しくは取引禁止企業に対し利用

させないこと。 

（３）本サービスを、日本国の輸出関連法規に定める核兵器を含む大量破壊兵器

若しくは通常兵器等の開発、製造または使用のために利用しないこと 

２ 日本国外からの本サービスの利用に際し、契約者は日本及び当該国、当該地域の

法律や当該国政府の指導に従うものとし、日本国外での本サービスの利用に係る

契約者の法的責任につき当社は責任を負わないものとします。また当社の責めに

帰すべき事由による場合を除き、日本国外で本サービスを利用できない事象若し

くは相当の処理遅延が発生する事象について、当社は責任を負わないものとしま

す。 

  ３  別紙 2 で指定のない国・地域での利用を希望する場合には契約者が自身で技術 

輸出に係る手続きを行うこととします。尚、契約者自身で技術輸出に係る手続きを 

行った場合の利用について、当社は責任を負わないものとします。 

 

（本サービスの廃止） 

第 21 条 当社は、当社の判断により本サービスの一部又は全部の廃止を行うことができる

ものとします。 

２ 前項の規定による本サービスの一部又は全部の廃止があったときは、本サービス

の一部又は全部に係る契約は終了するものとします。 

３ 当社は、本サービスの一部又は全部の変更又は廃止に伴い、契約者又は第三者に

発生する損害については、責任を負わないものとします。 

４ 当社は第 1 項の規定により本サービスの一部を廃止する場合には第３条（本規約の変 

更）に定める方法によるものとし、全部を廃止しようとするときは、その 4 ヶ 

月前までに、あらかじめ契約者に通知するものとします。 

 

（契約者の義務） 

第 22 条 契約者は本条に定める事項を遵守するものとします。 

(1) 当社又は第三者の著作権その他の権利を侵害する行為をしないこと 

(2) 本サービスによりアクセス可能な当社又は第三者のデータの改ざん、消去等

をしないこと 

(3) 第三者になりすまして本サービスを利用する行為をしないこと 

(4) 意図的に有害なコンピュータプログラム等を送信しないこと 

(5) 当社の設備に無権限でアクセスし、その利用又は運営に支障を与える行為を

しないこと 

(6) 本人の同意を得ることなく、又は詐欺的な手段により第三者の個人情報を収

集する行為を行わないこと 
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(7) 利用申込みの際又はその後に当社に届け出た事項について変更が生じた場合、

遅滞なくその旨を当社所定の方法により届け出ること 

(7) 別紙 1「料金表」にて複数人での利用を禁じている ID を複数人で利用しない

こと 

(8) 「外国為替及び外国貿易法」、これに関連する関係法令及び規則等（以下総称

して「法令等」といいます。）、米国輸出管理規則（EAR)及びこれに関連する法

令等、並びに輸出先の輸出管理に関する法令等に違反しないこと 

(9) 第２条（許諾の範囲）に定める目的以外に本サービスの利用をしないこと 

(10) 本サービスが出力したデータを、直接的又は間接的に機械学習のための学習

データとして用いないこと 

(1１) その他、法令、本契約若しくは公序良俗に反する行為、本サービスその他

のサービスの運営を妨害する行為、当社の信用を毀損する行為、又は当社若し

くは第三者に不利益を与える行為をしないこと 

(1２) その他前各号に該当するおそれのある行為又はこれに類する行為をしな

いこと 

２ 契約者は前項の規定に違反して本サービスに係る当社の設備等を毀損したとき

には、当社が指定する期日までにその修繕その他の工事等に必要な費用を支払う

ものとします。 

３ 当社は、契約者の本条に規定する義務違反により契約者又はその他の者に発生す

る損害について責任を負わないものとします。ただし、当該義務違反が当社の指示

に基づく場合はこの限りではありません。 

４ 契約者は、本サービスに係る ID/パスワード等当社より契約者に対して発行する

認証情報を管理する責任を負うものとし、その内容をみだりに第三者に知らせて

はなりません。当社は、ID/パスワード等当社より契約者に対して発行する認証情

報の一致を確認した場合、当該 ID/パスワード等当社より契約者に対して発行する

認証情報を保有する者として登録された契約者が本サービスを利用したものとみ

なして取り扱うものとします。 

５ 契約者が前項の規定に違反して本サービスに係る当社の業務遂行又は当社の設

備に著しい支障を及ぼし、又は及ぼすおそれがあると当社が判断した場合、当社は、

契約者の本サービスへのアクセスを制限する等必要な措置をとることができるも

のとします。当該措置により契約者に発生する損害について、当社は 責任を負

わないものとします。 

６ 当社は、前項の規定により必要な措置をとる場合は、あらかじめ理由を添えてそ

の旨を契約者に通知するものとします。ただし、緊急やむを得ない場合はこの限り

ではありません。 
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（契約者に対する通知） 

第 23 条 契約者に対する通知は、当社の判断により、次のいずれかの方法で行うことがで

きるものとします。 

(1) 当社の Webサイト上に掲載して行います。この場合は、掲載された時をもって

契約者に対する通知が完了したものとみなします。 

(2) 契約者が本サービス利用開始に際して、又はその後に当社に届け出た契約者

の電子メールアドレス宛に電子メールを送信し、又は FAX 番号宛に FAX を送

信して行います。この場合は、契約者の電子メールアドレスを管理するサーバ

ーに到達した時又は FAX 受信機に到達した時をもって契約者に対する通知が

完了したものとみなします。 

(3) 契約者が本サービス利用開始に際して、又はその後に当社に届け出た契約者

の住所宛に郵送して行います。この場合は、郵便物が契約者の住所に到達した

時をもって契約者に対する通知が完了したものとみなします。 

(4) 第 3 条（本規約の変更）1 項及び第 21 条（本サービスの廃止）4 項に定める

通知についてはメール、郵送等により通知されたことを契約者が容易に認識

できる方法で行うものとします。 

(5) その他、当社が適切と判断する方法で行います。この場合は、当該通知の中で

当社が指定した時をもって契約者に対する通知が完了したものとみなします。 

 

（本サービスに係る知的財産権の帰属等） 

第 24 条 本サービスの提供に関連して当社が契約者に貸与又は提示するソフトウェア等の

プログラム又は物品（本規約、取扱マニュアル、個別辞書等を含むがこれらに限ら

れない。以下この条において「プログラム等」といいます。）に関する著作権及び

それに含まれるノウハウ等一切の知的財産権は、当社又は当社の指定する第三者

に帰属するものとします。 

２ 契約者は、プログラム等を次の通り取り扱うものとします。 

(1)  本サービスの利用目的以外に使用しないこと 

(2)  複製・改変・編集等を行わず、また、リバースエンジニアリング、逆コン

パイル又は逆アセンブルを行わないこと 

(3)  営利目的の有無を問わず、第三者に貸与・譲渡・担保設定等しないこと 

(4)  当社又は当社の指定する者が表示した著作権表示を削除又は変更しない 

こと 

３ 当社は本サービスが第三者の知的財産権その他の権利を侵害していないことを保

証いたしません。 

４ 本サービスの利用が第三者の保有する知的財産権その他の権利を侵害していると

して、契約者が、第三者より請求、警告、訴えの提起等（以下「紛争」といいます。）
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を受けたときは、紛争が当社の帰責事由に起因する場合を除き、契約者の費用及び

責任において紛争を処理・解決するものとします。また、当社又は契約者は他方当

事者が紛争を処理・解決するにあたり、合理的に可能な範囲で他方当事者に協力す

るものとします。本項に定める場合を除き、当社は、契約者が本サービスを利用す

ることにより契約者と第三者との間で生じた紛争について責任を負わないものと

します。 

５ 契約者は、本サービスが第三者の知的財産権その他の権利を侵害していること又

はそのおそれがあることを知った場合には、速やかに当社に連絡するものとしま

す。 

 

（個人情報の取扱い） 

第 25 条 当社は、本サービスの提供にあたり、取得した個人情報については、本規約に定め

るほか、当社が定めるプライバシーポリシー(https://www.ntt.com/about-

us/hp/privacy.html)に基づき取り扱うものとします。 

２ 日本国外の情報法等に関係する規定は別紙３に規定します。 

 

（秘密の保持） 

第 26 条 契約者及び当社は、本規約に関連して相手方から開示された機密情報を、相手方の

書面による事前の承諾なく第三者に公表、漏洩し、又は本サービスの契約履行の目

的以外に使用してはならないものとします。本規約において「機密情報」とは以下

のものを指します。 

（１） 契約者が本サービスを利用するために本サービス用設備に送信、記録され

たデータ及び本サービスの保守・運用を目的として契約者から当社が受領

したユーザ ID、利用文字データ、原文ファイル、訳文ファイル、ユーザ辞

書データ並びに翻訳メモリデータ 

（２） 本契約を通じて知り得た相手方の営業上、技術上又はその他の業務上の秘

密であって、 

①  機密である旨表示した書面等有形媒体により開示された情報、又は 

②  口頭で開示され、（ａ）開示者が開示時点で機密である旨を明確に示し、（ｂ）

開示後 14 日以内に開示者が「機密」又はそれに類似した表示を示した文書

によりその内容を詳記して受領者に交付し、その文書の内容・範囲について

書面により受領者の確認を得た情報をいいます。 

２ ただし、次に掲げるものは機密情報には含まれないものとします。 

(1)  開示の時において公知である情報 

(2)  受領当事者への開示後に受領当事者の責めに帰すべからざる事由により

公知の事実となった情報 

https://www.ntt.com/about-us/hp/privacy.html
https://www.ntt.com/about-us/hp/privacy.html
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(3)  受領当事者が正当な権利を有する第三者から守秘義務を負うことなく正

当に入手した情報 

(4)  受領当事者が開示当事者から入手した機密情報によらず独自に開発した

情報 

(5)  開示当事者が守秘義務の制約から除外することを書面により同意した情

報 

３ いずれの当事者も、法令又は裁判所若しくは官公庁の判決、決定、命令、その他

により開示を要求された場合、必要最小限度の範囲で相手方当事者の機密情報を

当該機関に対して開示することができるものとします。ただし、当該受領当事者は、

かかる要求があった場合、可能な範囲でその開示前にその旨を相手方に通知する

ものとします。 

４ 本条に定める義務は、本サービスの利用契約が終了した日から 1 年間、引き続き

有効に存続するものとします。 

 

（反社会的勢力の排除） 

第 27 条 契約者は、現在、自社又は自社の役員が暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなっ

たときから 5 年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業・団体、総会屋

等、社会運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団等、共生者、暴力団等親交者、その

他これらに準ずる反社会的団体又は勢力（以下「反社会的勢力」といいます。）に

該当しないこと及び以下の各号のいずれにも該当しないこと並びに将来にわたっ

ても該当しないことを表明し、保証するものとします。 

(1) 反社会的勢力が経営を支配していると認められる関係を有すること 

(2) 反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること 

(3) 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加え

る目的をもってする等、不当に反社会的勢力を利用していると認められる関

係を有すること 

(4) 反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等の関与をして

いると認められる関係を有すること 

(5) 役員又は経営に実質的に関与している者が反社会的勢力と社会的に非難され

るべき関係を有すること 

２ 契約者は、自ら又は第三者を利用して以下の各号の一に該当する行為を行わない

ものとします。 

(1) 暴力的な要求行為 

(2) 法的な責任を超えた不当な要求行為 

(3) 取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 

(4) 風説を流布し、偽計を用い若しくは威力を用いて相手方の信用を毀損し、又
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は相手方の業務を妨害する行為 

(5) その他前各号に準ずる行為 

３ 当社は、契約者が反社会的勢力であること又は第 1 項各号及び第 2 項各号の一に

該当すると疑われる合理的な事情がある場合には、当該違反の有無につき、契約者

の調査を行うことができ、契約者はこれに協力するものとします。また、契約者は、

自らが第 1 項各号及び第 2 項各号の一に該当する又はそのおそれがあることが判

明した場合には、当社に対し、直ちにその旨を通知するものとします。 

４ 当社は、契約者が前三項のいずれかに違反した場合は、契約者の有する期限の利益

を喪失させ、また通知又は催告等何らの手続きを要することなく、契約者に対する

書面による通知により、直ちに利用規約等の名称を問わず、契約者からの全ての申

込みの全部又は一部を解約することができるものとします。 

５ 当社は、前項に基づく解約により契約者が被った損害につき、一切の義務及び責任

を負わないものとします。 

 

（不可抗力） 

第 28 条 地震、台風、津波、落雷、パンデミックその他の天災地変、交通機関の障害、戦

争、暴動、内乱、労働争議、法令、規則の改正、政府の行為等、当社の合理的な管

理を超える事由（以下「不可抗力」という。）により、本規約に基づく当社の義務

の全部又は一部の不履行又は遅滞が生じた場合、当社は契約者に対して、当該不履

行又は遅滞についての責任を負わないものとします。 

２ 前項により、契約者が過大な損害を蒙る場合は、当社と契約者はその負担につい

て協議の上、解決を図るものとします。 

 

（管轄裁判所） 

第 29 条 契約者と当社との間で本サービスに関して紛争が生じた場合、東京地方裁判所を

第一審の専属的合意管轄裁判所とします。 

 

（分離可能性） 

第 30 条 本規約のいずれかの条項又はその一部が、法令により無効又は執行不能と判断さ

れた場合であっても、無効又は執行不能と判断された規定の残りの部分及びその

他の条項は、引き続き完全に効力を有するものとします。 

２ 当社による本規約上の権利の不行使は、当該権利の放棄とはみなさないものとし

ます。 

 

（準拠法） 

第 31 条 本規約に関する準拠法は日本法とします。ただし、法の適用に関する通則法及び国
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際物品売買契約に関する国際連合条約は適用されないものとします。 

 

（存続条項） 

第 32 条 第８条、第 16条、第 17 条、第 19 条、第 22 条２項、第 24 条、第 26 条、第 29

条乃至第 31条の規定は、本契約の有効期間の終了後も有効とするものとしま

す。 

２ 本契約において発生した一方当事者の他方当事者に対する金銭債務は、本契約の

終了により免除されないものとします。 

 

附 則（平成 30 年 5 月 29 日 ＡＣＡＩ00349729 号） 

 

（実施期日） 

１ この規約は、平成 30年 6月 1日から適用します。 

 

附 則（平成 30 年 7 月 12 日 ＡＣＡＩ00367865 号） 

 

（実施期日） 

１ この規約は、平成 30年 7月 19日から適用します。 

 

附 則（平成 30 年 8 月 28 日 ＡＣＡＩ00383530 号） 

 

（実施期日） 

１ この規約は、平成 30年 9月 1日から適用します。 

 

附 則（平成 30 年 12 月 7 日 ＡＣＡＩ00424801 号） 

 

（実施期日） 

１ この規約は、平成 30年 12月 12日から適用します。 

 

附 則（平成 31 年 1 月 31 日 ＡＣＡＩ00445710 号） 

 

（実施期日） 

１ この規約は、平成 31年 2月 4日から適用します。 

 

附 則（令和元年 5 月 22 日 ＡＣＡＩ00498521 号） 
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（実施期日） 

１ この規約は、令和元年 5月 27日から適用します。 

 

附 則（令和元年 6 月 20 日 ＡＣＡＩ00510520 号） 

 

（実施期日） 

１ この規約は、令和元年 7月 3日から適用します。 

 

附 則（令和元年 10 月１日 ＡＣＡＩ00549245 号） 

 

（実施期日） 

１ この規約は、令和元年１０月１日から適用します。 

 

附 則（令和２年 3 月 31 日 ＡＣＡＩ00630739 号） 

 

（実施期日） 

１ この規約は、令和２年３月３１日から適用します。 

 

附 則（令和２年 6 月 9 日 ＡＰＳＡＩ00657508 号） 

 

（実施期日） 

1 この規約は、令和２年６月 15日から適用します。 

 

附 則（令和２年８月２８日 ＡＰＳＡＩ00683585 号） 

 

（実施期日） 

1 この規約は、令和２年８月３１日から適用します。 

 

（経過措置） 

2 この改正規定実施の際、現に当社が改正前のＡＩ翻訳プラットフォームサービス利用規約の規定によ

り締結している次表の左欄の契約は、この改正規制実施の日において、それぞれ同表の右欄の契約と

みなして取り扱います。 

AI翻訳プラットフォームサービス利用規約 AI翻訳プラットフォームサービス利用規約 

契約者 IP アドレス認証タイプ タイプ 1（IP アドレス

認証あり）契約者 
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附 則（令和２年９月１４日 ＡＰＳＡＩ00686411 号） 

 

（実施期日） 

1  この規約の適用期日はご契約のプランに応じて異なります。各プラン毎の適用期日は以下のとおりで

す。 

適用対象 適用期日 

ベーシックプラン契約者 令和２年９月１４日 

ビジネスプラン契約者 令和２年９月２４日 

エンタープライズプラン契約者 令和２年９月２８日 

 

附 則（令和３年 3 月 24 日 APSAI00765684 号） 

 

（実施期日） 

1  この規約は、令和３年 4月 1日から適用します。 

 

（経過措置） 

2  この改正規定実施の際、現に当社が改正前のＡＩ翻訳プラットフォームサービス利用規約の規定に 

より締結している次表の左欄の契約は、この改正規制実施の日において、それぞれ同表の右欄の契約

とみなして取り扱います。 

AI翻訳プラットフォームサービス利用規約 AI翻訳プラットフォームサービス利用規約 

契約書・法務モデルオプション 法務・財務モデルオプション 

 

附 則（令和３年 10 月 12 日 APSAI00836377 号） 

 

（実施期日） 

1  この規約は、令和３年 10月 15日から適用します。 

 

附 則（令和 4 年 2 月 18 日 APSAI00882382 号） 

 

（実施期日） 

1  この規約は、令和 4年 4月 1日から適用します。 

 

附 則（令和 4 年 5 月 20 日 APSAI00921955 号） 

 

（実施期日） 

1  この規約は、令和 4年 5月 27日から適用します。 
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附 則（令和 4 年 6 月 28 日 APSAI00936967 号） 

 

（実施期日） 

1  この規約は、令和 4年 7月 1日から適用します。 

 

（経過措置） 

2  この改正規定実施の際、現に当社が改正前の AI翻訳プラットフォームサービス利用規約の規定に 

より締結している次表の左欄の契約は、この改正規制実施の日において、それぞれ同表の右欄の契約

とみなして取り扱います。 

 

変更前 変更後 

AI翻訳プラットフォームサービス利用規約 COTOHA Translator利用規約 

AI翻訳プラットフォームサービス契約者 COTOHA Translator契約者 

ビジネスプラン 多言語オプション契約者 ビジネスプラン 多言語オプション 

タイプ 1契約者 

エンタープライズプラン 多言語オプション 

契約者 

エンタープライズプラン 多言語オプション 

タイプ 1契約者 

 

3  令和 4 年 7 月 1 日から令和 4 年 9 月 30 日までの間に、ビジネスプラン 多言語オプション タイ

プ１（本附則において「タイプ 1」といいます。）の契約者が当社が指定する方法によりビジネスプラ

ン 多言語オプション タイプ３（本附則において「タイプ３」といいます。）への変更を申込み、そ

の申込みを当社が承諾し、タイプ３への変更が令和 4 年 10月 15日までに実施されたとき（当社の責め

に帰すべき理由により令和 4 年 10 月 15 日までにタイプ 1 からタイプ３への変更ができなかったとき

は、実際にタイプ３への変更が実施されたときとします。）、タイプ１からタイプ 3へ別紙１「料金表」

通則第 4条（最低利用期間）に定める最低利用期間中に変更された場合でも、タイプ１に関しては別紙

１「料金表」通則第 4条（最低利用期間中の解約・変更時の費用の支払い義務）に定める違約金の支払

いを要しないものとするとともに、料金表 第 1表 1-1（利用料）2-1 各種変更・手続きに関する料金

に定めるビジネス/エンタープライズプラン設定変更（多言語オプションに係るものに限ります。）の料

金を適用しないものとします。また、令和 4 年 7 月 1 日から令和 4 年 9 月 30 日までの間に、ビジネス

プラン 多言語オプションの未契約者が当社が指定する方法によりタイプ３を新規に申込み、その申込

みを当社が承諾し、タイプ３の提供が令和 4年 10月 15日までに実施されたとき（当社の責めに帰すべ

き理由により令和 4年 10月 15日までにタイプ３の提供ができなかったときは、実際にタイプ３が提供

されたときとします。）、タイプ３について、その提供が開始された月の翌月は料金表 第 1 表 1-1

（利用料）1-1-2（ビジネスプラン）に定める多言語オプション（タイプ３に係るものに限ります。）の

料金を適用しないものとします。 
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4 この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった本サービスの料金その他の債務につい 

ては、なお従前のとおりとします。 

 

5 この改正規定実施前にその事由が生じた本サービスに関する損害賠償の取り扱いについては、なお従前

のとおりとします。 

 

 

別紙１「料金表」 

 

通則 

 

（端数処理） 

1 当社は、料金その他の計算において、その計算結果に 1 円未満の端数が生じた場合は、

その端数を切り捨てます。 

 

（消費税相当額の加算） 

2 第 6 条の規定により料金表の定める料金の支払を要するとしている額は、この料金表に

定める消費税を加算しない額に、消費税相当額を加算した額（料金表において括弧内の

価格）とします。なお関連法令の改正により消費税等の税率に変更が生じた場合には、

消費税相当額は変更後の税率により計算するものとします。 

 

（料金の算定） 

3 契約者は料金表 第 1 表に定める単位ごとに、第 5 条に定める方法により算定した料金

の支払うこととします。 

 

（最低利用期間） 

4-1 ベーシックプランをご利用の場合、当社が本サービスの利用にあたって契約者に通知

する利用開始日を含む月から 11 暦月後の月の 1 日までを最低利用期間とします。ただ

し、「トライアル（10ID）」メニューにはこれを適用しません。なお最低利用期間中に同

一メニュー内でＩＤ数の変更及びオプションメニューの追加/変更/削除があった場合に

おいても、最低利用期間は変更しないものとします。 

4-2 ビジネスプラン及びエンタープライズプランをご利用の場合、当社が本サービスの利

用にあたって契約者に通知する利用開始日を含む月から、1 年契約の場合は 11 暦月後の

月の 1 日までを、3 年契約の場合は 35 暦月後の月の 1 日までを最低利用期間とします。

1 年契約の場合、最低利用期間満了日の 13 営業日前までに、変更又は終了の申し出がな

い限り、最低利用期間満了日の属する月の翌月より 1 暦月毎に契約が更新されるものと
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します。また、3 年契約の場合は、最低利用期間満了日の 13 営業日前までに、変更又は

終了の申し出が無い限り、最低利用期間満了日の属する月の翌月をもって最低利用期間

が再設定されるものとします。 

4-3 プランの変更及びビジネスプラン又はエンタープライズプランの契約期間の変更を

行った場合、契約者に新たに通知する利用開始日を起算日とし、当該変更後契約に係る

最低利用期間を設定します。 

 

（最低利用期間中の解約・変更時の費用の支払い義務） 

5-1 ベーシックプランをご利用中の契約者が以下に定める解約又は変更を行う場合、以下

に定める費用の支払いを要するものとします。 

（１）本サービスの契約を最低利用期間内に解約する場合、契約者は、当社が定める期限

までに、解約日以降最低利用期間満了日までの残余の期間に対応する利用料金に相当す

る額及びその消費税相当額を当社が別に通知する期日までに一括して当社に支払うもの

とします。 

 （２）契約者が最低利用期間内に本サービスの契約の変更を行う場合であって、当該変更

後の月ごとの利用料金が当該変更前より減少する場合、契約者は当該減額分の金額に当

該変更が効力を発生した日から最低利用期間満了日までの月数を乗じた金額を当社が別

に通知する期日までに当社に一括して支払わなくてはならないものとします。 

5-2 ビジネスプラン又はエンタープライズプランをご利用中の契約者が最低利用期間中

に本サービスの解約又は 1 年契約から 3 年契約への契約期間の変更、もしくは他のプラ

ンへの変更等をする場合、以下に定める場合を除き、最低利用期間満了日までの残余の

期間に対応する金額を違約金として当社が別に通知する期日までに当社に一括して支払

わなくてはならないものとします。 

 (1)1 年契約から 3 年契約に変更する場合で、1 年契約の vGPU 数以上の vGPU を 3 年契約

で利用する場合  

  (2)1 年契約から他のプランに変更する場合等で、変更後の月ごとの料金が増額する場合 

 

 

 

料金表 第 1 表 

1-1 利用料 

 1-1-1 ベーシックプラン 

ベーシックプランとは複数の契約者と翻訳エンジン設備を共有した形で提供する形態

であり、専用学習やその他のカスタマイズを許容しないプラン。なお本プランの ID は

１ID あたり 1 名のみ利用できるものとし、複数人での利用（プログラムを経由し、ID

を共用する場合を含みます）を禁止します。本プランを利用する場合、利用人数以上の
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ID 数を申込むものとします。 

メニュー ID 数 単位 1 年契約の価格（税込価格） 
基本メニュー 10 まで 月ごとに 80,000 円 

（88,000 円） 
15 まで 月ごとに 102,000 円 

（112,200 円） 
30 まで 月ごとに 192,000 円 

（211,200 円） 
100 まで 月ごとに 560,000 円 

（616,000 円） 
100 以降 

(5ID毎に) 
月ごとに 28,000 円 

(30,800 円) 
多言語オプション 10 まで 月ごとに 40,000 円  

（44,000 円） 
15 まで 月ごとに 51,000 円  

（56,100 円） 
30 まで 月ごとに 96,000 円 

（105,600 円） 
100 まで 月ごとに 280,000 円 

（308,000 円） 
100 以降 

(5ID毎に) 
月ごとに 14,000 円 

（15,400 円） 
法務・財務モデルオ

プション 
10 まで 月ごとに 16,000 円  

（17,600 円） 
15 まで 月ごとに 20,400 円 

(22,440 円)  
30 まで 月ごとに 38,400 円 

(42,240 円) 
100 まで 月ごとに 112,000 円 

(123,200 円) 
100 以降 

(5ID毎に) 
月ごとに 5,600 円 

(6,160 円) 
トライアル 10ID １ヶ月間 無償 
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備考 

・トライアル（10ID）を除く各メニューについては組み合わせての提供を行う事ができます。 
 例）10ID と 15 ID を組み合わせた場合 25ID の提供を行う。 

その場合、価格は 80,000 円＋102,000 円＝182,000 円（いずれも税抜価格）と算定します。 
・トライアル（10ID）については、特に当社が認める場合を除き、同一法人につき一度限りの提供とします。 
・ベーシックプラン契約者が、ビジネスプランに移行する際には、アカウント情報、個別辞書設定内容、メモリ 

等の情報を引き継ぐことができます。 

・多言語オプションは、基本メニューの言語翻訳に加えて追加の言語ペアでの翻訳を可能とするオプションサービ

スです（以下、ビジネスプラン、エンタープライズプランにおいても同じ）。 

・法務・財務モデルオプションは、契約書や法令等の法務文書、財務諸表等や有価証券報告書等の財務文書の専門 

分野に特化した翻訳エンジンを提供するオプションサービスです（以下、ビジネスプラン、エンタープライズ 

プランにおいても同じ） 
・多言語オプション及び法務・財務モデルオプションはそれぞれ基本メニューでご契約いただいた ID 数を上限 

として、利用するユーザーID 数を選択の上、ご契約いただくことができます。 

・多言語オプション及び法務・財務モデルオプションのご利用に際しては各オプション毎にそれぞれ申込が必要 

となります。 
・多言語オプション及び法務・財務モデルオプションの最低利用期間は、別紙１「料金表」通則第 4 条（最低利 

用期間）にかかわらず、利用にあたって契約者に通知する当該オプションの利用開始日の翌暦月 1 日までとし 

ます。基本メニューの契約期間が多言語オプション、法務・財務モデルオプションの最低利用期間内に満了す 

る場合は、お申込みいただけません。 

 

 1-1-2 ビジネスプラン 

ビジネスプランとはお客様に専用の翻訳エンジンサーバを提供する形態であり、専用

学習やその他のカスタマイズを許容するプラン。ただしフロントサーバやテキスト抽

出機能は共有設備での提供となります。1 年契約と 3 年契約のいずれかの契約期間を選

択できます。本プランは ID 単位での提供ではなく、下記 vGPU 数単位での提供となり

ます。 

 メニュー 

（vGPU 数） 

単位 1 年契約の価格 

（税込価格） 

3 年契約の価格 

（税込価格） 

基本メニュー 2vGPU 月 ご と

に 

1,400,000円  

（1,540,000円） 

1,150,000円 

（1,265,000円） 

4vGPU 月 ご と

に 

2,550,000円 

（2,805,000円） 

2,050,000円 

（2,255,000円） 

6vGPU 月 ご と

に 

3,700,000円 

（4,070,000円） 

2,950,000円 

（3,245,000円） 
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8vGPU 月 ご と

に 

4,750,000円 

（5,225,000円） 

3,800,000円 

（4,180,000円） 

10vGPU 月 ご と

に 

5,800,000円 

（6,380,000円） 

4,650,000円 

（5,115,000円） 

12vGPU 月 ご と

に 

6,750,000円 

（7,425,000円） 

5,450,000円 

（5,995,000円） 

以 降

+2vGPU 毎に 

月 ご と

に 

950,000円 

（1,045,000円） 

800,000円 

（880,000円） 

多言語オプ

ション 

タイプ 1 1 契約毎に 月 ご と

に 

1,150,000円 

(1,265,000円) 

900,000円 

(990,000円) 

タイプ 2 1 契約毎に 月 ご と

に 

2,300,000円 

(2,530,000円) 

1,800,000円 

(1,980,000円) 

タイプ 3 1 契約毎に 月 ご と

に 

900,000円 

(990,000円) 

法務・財務モデルオプシ

ョン 

1 契約毎に 月 ご と

に 

1,150,000円 

(1,265,000円) 

900,000円 

(990,000円) 

API オプシ

ョン 

タイプ 1

（検証用） 

1 契約毎に 月ごと

に 

0 円 

(0 円) 

タイプ 2 1 契約毎に 月ごと

に 

180,000 円 

(198,000 円) 

IP アドレス大規模収容オ

プション(11-200) 

1 契約毎に 月ごと

に 

70,000円 

(77,000 円) 

IP アドレス大規模収容オ

プション(201-400) 

1 契約毎に 月ごと

に 

112,000 円 

(123,200 円) 

API IPアドレス大規模収

容オプション(11-200) 

1 契約毎に 月ごと

に 

70,000円 

(77,000 円) 

API IPアドレス大規模収

容オプション(201-400) 

1 契約毎に 月ごと

に 

112,000 円 

(123,200 円) 

備考 

・ベーシックプランからビジネスプランへの変更を行う場合にはアカウント情報、個別辞書設定内容、メモリ等の

情報を引き継ぐことが出来ます。ビジネスプランからベーシックプランへの変更において、情報引き継ぎはでき

ません。 

・最低利用契約中に 3 年契約から 1 年契約への区分変更及び GPU 数の減少はできないものとします。 

・多言語オプション及び法務・財務モデルオプションのご利用に際しては各オプション毎にそれぞれ申込が必要と

なります。 

・多言語オプション タイプ 1、タイプ 2 および法務・財務モデルオプションの最低利用期間は基本メニューの
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ご契約に準じます。 

・多言語オプション タイプ 3 の最低利用期間は、別紙１「料金表」通則第 4 条（最低利用期間）にかかわら

ず、利用にあたって契約者に通知する利用開始日の翌暦月 1 日までとなります。基本メニューの契約期間が多

言語オプション タイプ 3 の最低利用期間内に満了する場合は、お申込みいただけません 

・API オプションは翻訳用の API のエンドポイントを提供するオプションサービスです。API オプション タイプ 1

（検証用）には流量制限が適用されます。（以下、エンタープライズプランにおいても同じ） 
・API オプションのご利用に際しては各タイプ毎にそれぞれ申込が必要となります。 

・API オプション タイプ 1（検証用）の申込・廃止をみだりに繰り返すことは出来ません。 
・API オプションの最低利用期間は、別紙１「料金表」通則第 4 条（最低利用期間）にかかわらず、利用にあたっ

て契約者に通知する当該オプションの利用開始日の翌暦月 1 日までとします。基本メニューの契約期間が API オ

プションの最低利用期間内に満了する場合は、お申込みいただけません。 

・IP アドレス大規模収容オプション(201-400)および API IP アドレス大規模収容オプション(201-400)のご利用に

は、IP アドレス大規模収容オプション(11-200)および API IP アドレス大規模収容オプション(11-200)をお申込

みいただく必要はありません。 

・API IP アドレス大規模収容オプション(11-200)および API IP アドレス大規模収容オプション(201-400)のご利

用には、API オプション タイプ 2 のご契約が必要となります。 

・IP アドレス大規模収容オプション(11-200)、IP アドレス大規模収容オプション(201-400)、API IP アドレス大規

模収容オプション(11-200)および API IP アドレス大規模収容オプション(201-400)の最低利用期間は、別紙１

「料金表」通則第 4 条（最低利用期間）にかかわらず、利用にあたって契約者に通知する当該オプションの利用

開始日の翌暦月 1 日までとします。基本メニューの契約期間が当該オプションの最低利用期間内に満了する場合

は、お申込みいただけません。 

 

1-1-3 エンタープライズプラン 

エンタープライズプランとはお客様に専用の翻訳エンジンサーバを提供する形態であ

り、専用学習やその他のカスタマイズを許容するプラン。フロントサーバやテキスト抽

出機能も専用設備での提供となります。1 年契約と 3 年契約のいずれかの契約期間を選

択できます。本プランは ID 単位での提供ではなく、下記 vGPU 数単位での提供となり

ます。なお価格については当社が別に提示するものとします。 

 メニュー（vGPU 数） 価格 

基本メニュー 2vGPU 別途提示 

4vGPU 

6vGPU 

8vGPU 

10vGPU 
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12vGPU 

多言語オプシ

ョン 

タイプ 1 1 契約毎に 別途提示 

タイプ 2 1 契約毎に 別途提示 

法務・財務モデルオプション 1 契約毎に 別途提示 

APIオプション タイプ 1（検証用） 1 契約毎に 別途提示 

タイプ 2 1 契約毎に 別途提示 

IPアドレス大規模収容オプション

(201-400) 

1 契約毎に 別途提示 

API IP アドレス大規模収容オプシ

ョン(201-400) 

1 契約毎に 別途提示 

備考 

・他のプランからエンタープライズプランへの変更、又はエンタープライズプランから他のプランへの変更におい

て、アカウント情報、個別辞書設定内容、メモリ等の情報引き継ぎはできません。 

・12vGPU 以上利用する場合は、2vGPU 毎の追加とします。 

・最低利用契約中に 3 年契約から 1 年契約への区分変更及び GPU 数の減少はできないものとします。 

・多言語オプション及び法務・財務モデルオプションのご利用に際しては各オプション毎にそれぞれ申込が必要と

なります。 

・多言語オプションおよび法務・財務モデルオプションの最低利用契約期間は基本メニューのご契約に準じます。 

・API オプションのご利用に際しては各タイプ毎にそれぞれ申込が必要となります。 

・API オプション タイプ 1（検証用）の廃止・申し込みをみだりに繰り返すことは出来ません。 

・API オプションの最低利用期間は、別紙１「料金表」通則第 4 条（最低利用期間）にかかわらず、利用にあたっ

て契約者に通知する当該オプションの利用開始日の翌暦月 1 日までとします。基本メニューの契約期間が API オプ

ションの最低利用期間内に満了する場合は、お申込みいただけません。 

・API IP アドレス大規模収容オプション(201-400)のご利用には、API オプション タイプ 2 のご契約が必要とな

ります。 

・IP アドレス大規模収容オプション(201-400)および API IP アドレス大規模収容オプション(201-400)の最低利用

期間は、別紙１「料金表」通則第 4 条（最低利用期間）にかかわらず、利用にあたって契約者に通知する当該オ

プションの利用開始日の翌暦月 1 日までとします。基本メニューの契約期間が当該オプションの最低利用期間内

に満了する場合は、お申込みいただけません。 

 

1-2 VPN 接続オプション 

VPN 接続オプションとは、ビジネスプラン及びエンタープライズプランを利用中の契約

者に、当社が提供する Arcstar UniversalOne もしくは Smart Data Platform サービス

Flexible InterConnect メニュー経由で本サービスに接続する機能を提供するオプシ
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ョン。本オプションの利用には、別途 Arcstar UniversalOne もしくは Smart Data 

Platform サービス Flexible InterConnect メニューを契約している必要があります。 

メニュー 単位 価格（税込価格） 

VPN 接続オプション 月ごとに 300,000 円 

（330,000 円） 

備考 

・VPN 接続オプションをお申込みいただける Arcstar UniversalOne はビジネスプラン・エンタープライ

ズプランと同じ代表契約者名である必要があります。Smart Data Platform サービス Flexible 

InterConnect メニューに接続頂く場合はその限りではありません。 

・VPN 接続オプションの最低利用期間は、利用にあたって契約者に通知する利用開始日の翌暦月 1 日までと 

なります。ビジネスプラン・エンタープライズプランの契約期間が VPN 接続オプションの最低利用期間内 

に満了する場合はお申込みいただけません。 

・IP アドレス認証タイプでタイプ 2 をお申込みの場合は VPN 接続オプションをお申込みいただけません。 

・API オプションでは VPN 接続経由でのご利用は出来ません。 

・接続先を Arcstar UniversalOneから Smart Data Platform サービス Flexible InterConnectメニューへ

変更する場合、ご利用中の VPN 接続オプションをご解約の上、新たにご契約頂く必要があります。 

 

1-3 IP アドレス認証タイプ 

 いずれのプランにおいても、収容する環境が異なる 2 つのタイプのいずれかを選択いた

だきます。 

タイプ 単位 価格（税込価格） 

タイプ 1（IP アドレス認証あり） 月ごとに 各プランの基本メニューに

含む 

タイプ 2（IP アドレス認証なし） 月ごとに 各プランの基本メニューに

含む 

備考 

・いずれのプランにおいても、タイプの変更はすることができません。 

・タイプを変更する場合は、ご利用中の契約を解約のうえ、新たにご契約いただく必要があります。 

なお、ご利用中の契約が最低利用期間中である場合は、通則第 4 条(最低利用期間)の定めによる 

ものとします。 

 ・基本メニューでタイプ 2（IP アドレス認証なし）をご利用の場合でも、API オプションをご利用頂く場合は

API 接続用の IP アドレスを指定頂きます。 
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2-1 各種変更・手続きに関する料金 

メニュー 単位 対象プラン 価格 

(税込価格) 

基本設定変更 1 の申込みごとに 全プラン 10,000 円

（11,000 円） 

ビジネス/エンタープ

ライズプラン設定変更 

１の申込みごとに ビジネスプラ

ン/エンタープ

ライズプラン 

215,000 円 

(236,500 円) 

VPN 接続オプション 

接続先変更 

1 の申込みごとに 72,000 円 

（79,200 円） 

VPN 接続オプション 

IP アドレス変更 

1 の申込みごとに 160,000 円 

（176,000 円） 

API エンドポイント設

定（新規） 

1 の申込みごとに 72,000 円  

(79,200 円)  

API エンドポイント設

定 (変更)  

1 の申込みごとに 10,000 円  

(11,000 円)  

備考 

・ベーシックプラン（トライアル（10ID））については、上記の各種変更・手続きは行えません。 

・基本設定変更とは、IP アドレス変更・追加、ファイル保存期間変更、セッションタイムアウト設定変更を行うも

のです。 

・IP アドレス変更・追加とは、本サービスへのアクセスを許可するお客様 IP アドレスの変更を行うものです。た

だし、登録可能な IP アドレスはベーシックプラン、ビジネスプランでは最大 10 レンジ、エンタープライズプラ

ンでは最大 200 レンジとします。 

・ファイル保存期間変更とは、翻訳結果ファイルの削除期間を顧客要望に応じて変更を行うものです。対応可能な 

期間は 1 日から 30 日まで（1 日単位）となります。 

・セッションタイムアウト設定変更とは、サービスのセッションタイムアウトに関する設定値の変更を行うもの 

です。設定可能な期間は、15 分、24 分、480 分（8 時間）、1440 分（24 時間）の 4 つから選択いただけます。 

・ビジネス/エンタープライズプラン設定変更とは、ビジネスプラン及びエンタープライズプランにおいて vGPU 数 

及びインスタンス割当の変更又は多言語オプション/法務・財務モデルオプションの追加/変更/廃止（ビジネス

プラン 多言語オプション タイプ３の追加/廃止のみに係る場合を除きます）に相当する手続きを行うもので

す。ただし最低利用期間中に vGPU 数の減少は行えないものとします。 

・VPN 接続オプション接続先変更とは、ビジネスプランもしくはエンタープライズプランの利用中に新たに VPN 接 

続を追加する場合、もしくは VPN 接続を廃止しインターネット接続にする場合に必要になります。 

・VPN 接続オプション IP アドレス変更とは、VPN 接続用の設備に付与する IP アドレス、および接続帯域（Smart 

Data Platformサービス Flexible InterConnectメニュー経由での接続の場合に限ります）を変更するもので

す。変更の場合はアクセス URL が変更になります。 

・API エンドポイント設定（新規）とは、API オプションのエンドポイントを新規構築設定するものです。ただし、
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API オプション タイプ 2 の申込が基本メニューの申込と同時の場合、および API オプション タイプ 1（検証用）

には適用しません。 

・API エンドポイント設定（変更）とは、API のエンドポイントに関する IP アドレス制限の変更/追加、API キーの

再発行（入替）、API キーの追加を行うものです。登録可能な IP アドレスは API オプション タイプ 1（検証用）

では各プラン共に最大 10 レンジ、API オプション タイプ 2 ではビジネスプランで最大 10 レンジ、エンタープラ

イズプランでは最大 200 レンジとします。API キーの上限数は API オプション タイプ 2 では 30 とし、API オプ

ション タイプ 1（検証用）では API キーの追加は行えません。 
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別紙 2 当社が本サービスの利用を認める日本国外の国・地域 

 

No. エリア 国・地域 

1 アジア インド共和国 

2 インドネシア共和国 

3 ウズベキスタン共和国 

4 カザフスタン共和国 

5 大韓民国 

6 カンボジア王国 

7 キルギス共和国 

8 シンガポール共和国 

9 スリランカ民主社会主義共和国 

10 タイ王国 

11 台湾 

12 タジキスタン共和国 

13 中華人民共和国 

14 中華人民共和国香港特別行政区（香港） 

15 中華人民共和国マカオ特別行政区（マカオ） 

16 トルクメニスタン 

17 トルコ共和国 

18 ネパール連邦民主共和国 

19 バングラデシュ人民共和国 

20 東ティモール民主共和国 

21 フィリピン共和国 

22 ブータン王国 

23 ブルネイ・ダルサラーム国 

24 ベトナム社会主義共和国 

25 マレーシア 

26 ミャンマー連邦共和国 

27 モルディブ共和国 

28 モンゴル国 

29 ラオス人民民主共和国 

30 北米 アメリカ合衆国 

31 カナダ連邦 



 

30 
 
 

32 中米 アンティグア・バーブーダ  

33 エルサルバドル共和国 

34 キューバ共和国 

35 グアテマラ共和国  

36 グレナダ 

37 コスタリカ共和国  

38 ジャマイカ  

39 セントクリストファー・ネイビス 

40 セントビンセントおよびグレナディーン諸島 

41 セントルシア  

42 ドミニカ共和国 

43 ドミニカ国 

44 トリニダード・トバゴ共和国 

45 ニカラグア共和国 

46 ハイチ共和国  

47 パナマ共和国 

48 バハマ国 

49 バルバドス 

50 ベリーズ 

51 ホンジュラス共和国  

52 メキシコ合衆国 

53 南米 アルゼンチン共和国 

54 ウルグアイ東方共和国 

55 エクアドル共和国  

56 ガイアナ共和国 

57 コロンビア共和国 

58 スリナム共和国  

59 チリ共和国 

60 パラグアイ共和国  

61 ブラジル連邦共和国 

62 ベネズエラ・ボリバル共和国 

63 ペルー共和国 

64 ボリビア多民族国  

65 ヨーロッパ アイスランド共和国 

66 アイルランド共和国 
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67 アゼルバイジャン共和国 

68 アルバニア共和国 

69  アルメニア共和国 

70 アンドラ公国  

71 グレートブリテン及び北部アイルランド連合王国 

72 イタリア共和国 

73 ウクライナ 

74 エストニア共和国 

75 オーストリア共和国 

76 オランダ王国 

77 キプロス共和国 

78 ギリシャ共和国 

79 クロアチア共和国 

80 コソボ共和国  

81 サンマリノ共和国  

82 ジブラルタル 

83 ジョージア 

84 スイス連邦 

85 スウェーデン王国 

86 スペイン王国 

87 スロバキア共和国 

88 スロベニア共和国 

89 セルビア 

90 チェコ共和国 

91 デンマーク王国 

92 ドイツ連邦共和国 

93 ノルウェー王国 

94 バチカン市国 

95 ハンガリー 

96 フィンランド共和国 

97 フランス共和国 

98 ブルガリア共和国  

99 ベラルーシ共和国 

100 ベルギー王国 

101 ポーランド共和国 
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102 ボスニア・ヘルツェゴビナ 

103 ポルトガル共和国 

104  マケドニア旧ユーゴスラビア共和国  

105 マルタ共和国 

106 モナコ公国  

107 モルドバ共和国  

108 モンテネグロ 

109 ラトビア共和国 

110 リトアニア共和国 

111 リヒテンシュタイン公国 

112 ルーマニア 

113 ルクセンブルク大公国 

114 中東 アラブ首長国連邦 

115 イエメン共和国 

116 オマーン国 

117 カタール国 

118 クウェート国 

119 サウジアラビア王国 

120 バーレーン王国 

121 ヨルダン・ハシミテ王国 

122 オセアニア オーストラリア連邦 

123 キリバス共和国 

124 クック諸島  

125 サモア独立国  

126 ソロモン諸島 

127 ツバル 

128 トンガ王国 

129 ナウル共和国 

130 ニウエ  

131 ニュージーランド王国 

132 バヌアツ共和国  

133 パプアニューギニア独立国 

134 パラオ共和国 

135 フィジー共和国 

136 マーシャル諸島共和国  
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137 ミクロネシア連邦 

138 アフリカ アルジェリア民主人民共和国 

139 アンゴラ共和国 

140 ウガンダ共和国  

141 エスワティニ王国 

142 エチオピア連邦民主共和国 

143 エリトリア国 

144 ガーナ共和国 

145 カーボベルデ共和国 

146 ガボン共和国 

147 カメルーン共和国 

148 ガンビア共和国 

149 ギニア共和国 

150 ギニアビサウ共和国 

151 ケニア共和国  

152 コートジボワール共和国 

153 コモロ連合  

154 コンゴ共和国  

155 コンゴ民主共和国  

156 サントメ・プリンシペ民主共和国 

157 ザンビア共和国  

158 シエラレオネ共和国 

159 ジブチ共和国 

160 ジンバブエ共和国 

161 スーダン共和国  

162 セーシェル共和国 

163 赤道ギニア共和国 

164 セネガル共和国 

165 ソマリア連邦共和国 

166 タンザニア連合共和国 

167 チャド共和国 

168 中央アフリカ共和国 

169 チュニジア共和国 

170 トーゴ共和国 

171 ナイジェリア連邦共和国 
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172 ナミビア共和国 

173 ニジェール共和国 

174  ブルキナファソ 

175 ブルンジ共和国 

176 ベナン共和国 

177 ボツワナ共和国 

178 マダガスカル共和国 

179 マラウイ共和国 

180 マリ共和国 

181 南アフリカ共和国 

182 南スーダン共和国 

183 モーリシャス共和国 

184 モーリタニア・イスラム共和国 

185 モザンビーク共和国 

186 モロッコ王国 

187 リビア国 

188 リベリア共和国 

189 ルワンダ共和国 

190 レソト王国 
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別紙３ 日本国外の情報法等への対応について 

 

（総則） 

第 1 条 当社は、本サービスの提供にあたり、取得した個人情報及び契約者が本サービス

に送信したデータの取り扱いについては、本規約及び当社が定めるプライバシーポリシー

(https://www.ntt.com/about-us/hp/privacy.html)に基づき取り扱うものとしますが、契

約者の本サービスの利用が日本国外の情報法等の対象になる場合、本別紙に定める規定が

適用されます。 

２ 契約者は本サービスの利用にあたり、各国の法令等を遵守し、本サービスに送信する

ことが適法なデータのみ本サービスに送信するものとします。 

 

（欧州経済地域、グレート・ブリテン及び北アイルランド連合王国の個人情報の取り扱

い） 

第 2 条 当社は、本サービスの提供にあたり、当社が取得する契約者に係る個人情報（以

下、本条において「契約者個人情報」といいます。）の取扱いについては、当社のプライ

バシーポリシー及びサービス提供を行う拠点の準拠法の定めるところによります。 

２ 契約者が欧州経済地域の個人データを含む契約者データ（以下「EEA 個人データ」と

いいます）を当社に送信し、当該 EEA 個人データの処理または再処理を当社が行う場合、 

別紙 4 に規定する EEA一般データ保護規則条件が適用されるものとします。 

３ 本サービスの利用による EEA個人データの欧州経済地域から日本への移転は、GDPR 第

45 条に基づく十分性認定に依拠して行うものとします。 

４ 契約者がグレート・ブリテンおよび北アイルランド連合王国（以下、「UK」といいま

す。）の個人データを含む契約者データ（以下、「UK 個人データ」といいます。）を当社に

送信し、当該 UK 個人データの処理または再処理を当社が行う場合、別紙 5 に規定する UK

一般データ保護規則条件が適用されるものとします。 

５ 本サービスの利用による UK 個人データの UK から日本への移転は、UK GDPR第 45条に

基づく十分性認定に依拠して行うものとします。 
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別紙４ EEA一般データ保護規則条件 

 

本一般データ保護規則条件（以下、「本条件」といいます）において、本サービスの提供

における契約者および当社の間で行われるデータ処理に関して、両当事者の義務を定めま

す。なお、本条件は、契約者が EEA 個人データの管理者であり、当社が処理者の場合に適

用されるものとします。 

 

 

第 1 章. 定義 

 

本条件において使用される以下の用語は、以下に定める意味を有します。なお、COTOHA 

Translator利用規約において定義され、使用されているすべての用語は、別段の定めがな

い限り、本条件において同様の意味を有します。 

 

「関連会社」とは、ある事業体との関係で、当該事業体に支配されるか、当該事業体を支

配するか、当該事業体と共通の支配下にある他の事業体をいいます。 

 

「当社設備」とは、本サービス提供のために当社により所有、リース、または提供される

設備をいいます。 

 

「支配」とは、ある事業体の経営及び方針を、議決権又は契約等により、指示する権能を

いいます。 

 

「（データ）管理者」とは、単独でまたは共同して EEA 個人データの処理の目的および手

段を決定する者をいいます。 

 
「契約者データ」とは、当社が提供・管理するソフトウェアまたはシステムにより本サー

ビスの一部として提供する当社の設備上に契約者が保管するデータをいいます。 

 

「データ保護影響評価（Data Protection Impact Assessments）」および「データ主体

(Data Subject)」とは、GDPR に定める意味を有します。 

 

「データ保護法」とは、GDPR を含む欧州連合または加盟国の個人情報の保護に関する法令

をいいます。 

 

「EEA」とは、欧州経済領域をいいます。 
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「エンドユーザ」とは、契約者を通じて本サービスを使用するか、契約者に対して提供さ

れた本サービスにアクセスする者をいいます。 

 

「GDPR」とは、個人情報の処理とデータの自由な移転に関して個人を保護する目的で 2016

年 4 月 27 日に欧州議会および作業部会により制定された規則（EU）2016/679 であり、EU

データ保護指令（95/46/EC）を引き継ぐものをいいます。 

 

「個人データ」とは、名前、職務、肩書、連絡先（emailアドレス及び住所を含む。）など

の識別子を参照することによって直接的または間接的に特定することができる、識別され

た、または識別され得る自然人に関する全ての情報をいいます。 

 

「処理」または「処理する」とは、取得、記録、編集、構造化、保存、修正または変更、

復旧、参照、利用、移転による開示、周知またはその他周知を可能なものにすること、整

列または結合、制限、消去または破壊することなど、自動的な手段であるか否かにかかわ

らず、EEA 個人データまたは EEA 個人データの集合に対して行われるあらゆる作業または

一連の作業をいいます。 

 

「（データ）処理者」とは、管理者のために、EEA 個人データを処理する者をいいます。 

 

「セキュリティインシデント」とは、当社が保持する暗号化されていない EEA個人データ

の不適切または不正な取得を誘発し、EEA 個人データのセキュリティまたは機密性を危険

にさらす可能性が高いインシデントをいいます。 

 

「再委託先」とは、当社が EEA 個人データの処理を委託する、当社の直接支配下にない他

の処理者をいいます。 

 

 

第 2 章. 当社が行う EEA 個人データの処理に関する条件 

 

1.処理の目的 

 

当社は本条件に基づき EEA 個人データを処理するものします。当社は、本契約に定められ

た当社設備の利用、ヘルプデスク、メンテナンスサービスの提供を含む本サービスの提供

に必要な範囲で契約者が本サービスに送信したデータに含まれる EEA 個人データを処理す

るものとします。当社は契約者が提供する EEA 個人データの内容を把握しておりません。 
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2.当社のデータ保護義務 

 

2.1 データ処理者として、当社は以下の義務を遵守します； 

 

2.1.1 契約者からの本サービスの申込に基づいてのみ EEA 個人データを処理または移転

します。 

 

2.1.2 契約者に要求された場合、データ保護法に定められた契約者自身が負う以下の義

務を果たすために十分な支援を行います 

 

（i）処理のセキュリティを確保するために必要な技術的組織的安全管理措置を行うこ

と。 

 

（ii）求められた場合、EEA 個人データの違反に関する当局への通知、及び EEA個人デー

タに関係するデータ主体への通知を行うこと。 

 

（iii）データ保護影響評価を行い、当局へ報告すること。 

 

契約者は当社が上記を実施するためにかかる合理的な費用を負担するものとします。 

 

2.2 当社は、従業員または代理人またはその他 EEA 個人データを処理するものが、機密

を遵守し、機密情報に関する適切な法令義務を負うことを保証します。 

 

2.3 本契約における EEA 個人データの処理の性質を考慮し、当社は可能な限り適切な技

術的組織的安全管理措置により、契約者がデータ保護法における権利を行使するデータ主

体の要求にこたえるための支援を行うものとします。契約者は支援にかかる合理的な費用

を負担するものとします。 

 

  

3.  当社のデータセキュリティに関する義務 

 

3.1 当社は EEA 個人データの処理において、生じうるリスク（偶発的または違法な破

壊、毀損、改ざん、転送・保管・処理される個人情報の不正な開示またはアクセス）に見
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合った適切な技術的組織的対策を実施コストやサービスの本質を考慮した上で実施しま

す。技術的組織的対策には以下の内容を含みます。 

 

3.1.1 必要かつ適切な場合、EEA 個人データの仮名化及び暗号化 

 

3.1.2 現行の機密性、完全性、可用性並びに当社設備及び本サービスの復旧を確実にす

る能力。 

 

3.1.3 物理的又は技術的事故の場合に時宜を得た方法で可用性を復旧し、EEA 個人データ

にアクセスする能力。 

 

3.1.4 取扱いの安全を確実にするため技術的組織的対策の効果を定期的に点検、審査及

び評価するプロセス。 

 

3.1.5 その他、データ保護法を順守するために必要な措置。 

 

3.2 当社は EEA 個人データに関するセキュリティインシデントを把握した場合すみやか

に契約者に通知を行います。 

 

  

4. 契約終了時の EEA個人データの取扱い 

 

本規約または法令等において定めがない限り、本サービスの終了に伴い、当社が保管する

EEA 個人データを削除します。 

 

  

5. EEA 個人データの EEA 域外移転 

 

本章第 5 条および第 6条 3 項は EEA 個人データの EEA 域外への保管・EEA 域外からのアク

セスがある場合に適用されます。 

 
本章第 6 条に関わらず、本サービスの利用による EEA 個人データの欧州経済地域から日本

への移転は、GDPR第 45条に基づく十分性認定に依拠して行うものとします。 

 

  

6. 再委託先の利用 
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6.1 当社が EEA 個人データを取り扱う再委託先を追加することに対し、契約者は合意する

とともに、必要に応じてエンドユーザーの合意を取得します。当社はすべての再委託先のリ

ストを維持し、別紙６に記載します。当社は新しい再委託先を追加する予定がある場合には、

再委託が開始される前に合理的期間をもって契約者が異議を申し立てることができるよう 

新しい再委託先との契約の有効日の 45 日前までに契約者へ通知します。契約者はサービス

提供に関わる新しい再委託先が EEA 個人データの保護または EEA 個人データ保護の要求を

遵守する能力に関して、正当な理由がある場合に当社からの再委託先追加の通知から 15 日

以内に 異議を唱えることができます。異議が合理的な理由に基づく場合は、契約者及び当

社は異議に関する解決に向けて誠意をもって協議を行います。協議開始後 15 日以内に解決

が得られない場合、各当事者は相手方当事者に対する書面による通知を持って本規約を解

約することができるものとします。  

 

6.2 当社は EEA 個人データの処理に関し、EEA 個人データを処理する再委託先と書面によ

る契約または EEA の法律に基づいた手段を有していることを保証します。当該契約または

かかる手段は、本条件の第 2 章に定められた処理者に課せられるデータ保護に関する義務

と同等の条件を再委託先に課すものとし、再委託先が適切な技術的組織的安全措置を講じ

ることを保証します。 

 

6.3 当社が本サービス及び本規約基づきストレージ、ヘルプデスク、メンテナンスサー

ビス、またはその他のサービスを提供するために再委託先を利用する場合で、その再委託

先が欧州委員会が保護に関して十分なレベルの保証をしている旨を決定していない EEA 域

外の地域に位置する場合、契約者（契約者自身または管理者である契約者の関連会社、エ

ンドユーザまたは顧客）は、当社が個人情報保護法第 24条に準拠して EEA 個人データを

再委託先に取り扱わせることに合意します。 

 

 

7 監査と情報 

 

7.1 契約者は当社及び関連会社、またはそのいずれか一方（または、当社及び関連会

社、またはそのいずれか一方が選んだ第三者監査人）に、当社が GDPR 第 28 条に定められ

た当社の義務を遵守していることを証明するための監査を実施することを委任します。契

約者の求めに応じて、当社及び関連会社は、当社が適切と定める範囲で監査を実施しま

す。かかる監査は本章第 3 条に定めた技術的組織的安全措置の検査を含みます。 

 

7.2 契約者は監査に関する全ての費用を負担するものとします。 
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7.3 当社は、契約者に代わって行った処理について以下の項目を含む記録（書面による

か電磁的方法によるかを問いません）を保持します； 

 

7.3.1 当社と契約者の氏名および連絡先情報、（選任されている場合には）データ保護責

任者 

 

7.3.2 （該当する場合には）EEA 個人データの第三国への移転情報 

 

7.3.3 可能であれば、処理のセキュリティを担保するための技術的組織的安全管理措置

の概要 

 

 

8 損害賠償 

 

8.1 契約者は、全てのデータ保護法に準拠し、関連会社及び顧客から、本条件に定める

必要な許可及び委任に関する権限を受けていることを保証します。 

 

8.2 当社は本章に定める義務を遂行するため合理的な努力をします。当社は契約者が被

った損害について以下の場合を除き責任を負わないものとします； 

 

(i)EEA 個人データの処理における当社の故意・重過失による場合 

 

(ii)契約者の合法的な指示に基づかない、または反する行為によって当社がデータ保護法

に違反した場合 

 

(iii)その他法令上、除外することのできない責任 

 

 

第 3 章 一般条項 

 

1.契約者の責任 

 

契約者が本条件またはデータ保護法に違反したことに起因して発生した第三者（データ主

体及び監督当局を含みます。）からのクレームに関しては、契約者が責任を負うものと

し、当社に対して補償し、当社が損害を被らないよう保護するものとします。 
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2.期間と契約終了 

 

本条件は本サービス提供期間と同じ期間有効です。 

 

 

3 準拠法 

 

3.1 本条件は日本法に準拠します。 

 

3.2 契約者及び当社は、本条件に関して生じた全ての紛争は専属的な管轄権を有する東

京地方裁判所に付すことにします。 
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別紙５ UK一般データ保護規則条件 

 

本 UK 一般データ保護規則条件（以下、「本条件」といいます）において、本サービスの提

供における契約者および当社の間で行われるデータ処理に関して、両当事者の義務を定め

ます。なお、本条件は、契約者が UK 個人データの管理者であり、当社が処理者の場合に

適用されるものとします。 

 

 

第 1 章. 定義 

 

本条件において使用される以下の用語は、以下に定める意味を有します。なお、COTOHA 

Translator利用規約において定義され、使用されているすべての用語は、別段の定めがな

い限り、本条件において同様の意味を有します。 

 

「関連会社」とは、ある事業体との関係で、当該事業体に支配されるか、当該事業体を支

配するか、当該事業体と共通の支配下にある他の事業体をいいます。 

 

「当社設備」とは、本サービス提供のために当社により所有、リース、または提供される

設備をいいます。 

 

「支配」とは、ある事業体の経営及び方針を、議決権又は契約等により、指示する権能を

いいます。 

 

「（データ）管理者」とは、単独でまたは共同して UK 個人データの処理の目的および手段

を決定する者をいいます。 

 

「契約者データ」とは、当社が提供・管理するソフトウェアまたはシステムにより本サー

ビスの一部として提供する当社の設備上に契約者が保管するデータをいいます。 

 

「データ保護影響評価（Data Protection Impact Assessments）」および「データ主体

(Data Subject)」とは、UK GDPR に定める意味を有します。 

 

「データ保護法」とは、UK GDPR を含む UK の個人情報の保護に関する法令をいいます。 

 

「UK」とは、グレート・ブリテンおよび北アイルランド連合王国（United Kingdom of 

Great Britain and Northern Ireland）をいいます。 
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「エンドユーザ」とは、契約者を通じて本サービスを使用するか、契約者に対して提供さ

れた本サービスにアクセスする者をいいます。 

 

「UK GDPR」とは、個人情報の処理とデータの自由な移転に関して個人を保護する目的で

2016年 4月 27 日に欧州議会および作業部会により制定された規則（EU）2016/679が、

the Data Protection, Privacy and Electronic Communications (Amendments etc) (EU 

Exit) Regulations 2019 (as amended by the Data Protection, Privacy and 

Electronic Communications (Amendments etc)(EU Exit) Regulations 2020 によって、UK

国内法化されたものをいいます。 

 

「個人データ」とは、名前、職務、肩書、連絡先（emailアドレス及び住所を含む。）など

の識別子を参照することによって直接的または間接的に特定することができる、識別され

た、または識別され得る自然人に関する全ての情報をいいます。 

 

「処理」または「処理する」とは、取得、記録、編集、構造化、保存、修正または変更、

復旧、参照、利用、移転による開示、周知またはその他周知を可能なものにすること、整

列または結合、制限、消去または破壊することなど、自動的な手段であるか否かにかかわ

らず、UK 個人データまたは UK 個人データの集合に対して行われるあらゆる作業または一

連の作業をいいます。 

 

「（データ）処理者」とは、管理者のために、UK 個人データを処理する者をいいます。 

 

「セキュリティインシデント」とは、当社が保持する暗号化されていない UK 個人データ

の不適切または不正な取得を誘発し、UK 個人データのセキュリティまたは機密性を危険に

さらす可能性が高いインシデントをいいます。 

 

「再委託先」とは、当社が UK 個人データの処理を委託する、当社の直接支配下にない他

の処理者をいいます。 

 

 

第 2 章. 当社が行う UK個人データの処理に関する条件 

 

1.処理の目的  

 



 

45 
 
 

当社は本条件に基づき UK 個人データを処理するものします。当社は、本契約に定められ

た当社設備の利用、ヘルプデスク、メンテナンスサービスの提供を含む本サービスの提供

に必要な範囲で契約者が本サービスに送信したデータに含まれる UK個人データを処理す

るものとします。当社は契約者が提供する UK個人データの内容を把握しておりません。 

 

 

2.当社のデータ保護義務 

 

2.1 データ処理者として、当社は以下の義務を遵守します； 

 

2.1.1 契約者からの本サービスの申込に基づいてのみ UK個人データを処理または移転し

ます。 

 

2.1.2 契約者に要求された場合、データ保護法に定められた契約者自身が負う以下の義

務を果たすために十分な支援を行います 

 

（i）処理のセキュリティを確保するために必要な技術的組織的安全管理措置を行うこ

と。 

 

（ii）求められた場合、UK 個人データの違反に関する当局への通知、及び UK 個人データ

に関係するデータ主体への通知を行うこと。 

 

（iii）データ保護影響評価を行い、当局へ報告すること。 

 

契約者は当社が上記を実施するためにかかる合理的な費用を負担するものとします。 

 

2.2 当社は、従業員または代理人またはその他 UK 個人データを処理するものが、機密を

遵守し、機密情報に関する適切な法令義務を負うことを保証します。 

 

2.3 本契約における UK個人データの処理の性質を考慮し、当社は可能な限り適切な技術

的組織的安全管理措置により、契約者がデータ保護法における権利を行使するデータ主体

の要求にこたえるための支援を行うものとします。契約者は支援にかかる合理的な費用を

負担するものとします。 

 

  

3.  当社のデータセキュリティに関する義務 
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3.1 当社は UK 個人データの処理において、生じうるリスク（偶発的または違法な破壊、

毀損、改ざん、転送・保管・処理される個人情報の不正な開示またはアクセス）に見合っ

た適切な技術的組織的対策を実施コストやサービスの本質を考慮した上で実施します。技

術的組織的対策には以下の内容を含みます。 

 

3.1.1 必要かつ適切な場合、UK 個人データの仮名化及び暗号化 

 

3.1.2 現行の機密性、完全性、可用性並びに当社設備及び本サービスの復旧を確実にす

る能力。 

 

3.1.3 物理的又は技術的事故の場合に時宜を得た方法で可用性を復旧し、UK 個人データ

にアクセスする能力。 

 

3.1.4 取扱いの安全を確実にするため技術的組織的対策の効果を定期的に点検、審査及

び評価するプロセス。 

 

3.1.5 その他、データ保護法を順守するために必要な措置。 

 

3.2 当社は UK 個人データに関するセキュリティインシデントを把握した場合すみやかに

契約者に通知を行います。 

 

  

4. 契約終了時の UK 個人データの取扱い 

 

本規約または法令等において定めがない限り、本サービスの終了に伴い、当社が保管する

UK 個人データを削除します。 

 

  

5. UK 個人データの UK国外移転 

 

本章第 5 条および第 6条 3 項は UK個人データの UK 国外への保管・UK国外からのアクセス

がある場合に適用されます。 

 

本章第 6 条に関わらず、本サービスの利用による UK 個人データの UKから日本への移転

は、UK GDPR第 45 条に基づく十分性認定に依拠して行うものとします。 
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6. 再委託先の利用  

 

6.1 当社が UK 個人データを取り扱う再委託先を追加することに対し、契約者は合意する

とともに、必要に応じてエンドユーザーの合意を取得します。当社はすべての再委託先の

リストを維持し、別紙６に記載します。当社は新しい再委託先を追加する予定がある場合

には、再委託が開始される前に合理的期間をもって契約者が異議を申し立てることができ

るよう 新しい再委託先との契約の有効日の 45日前までに契約者へ通知します。契約者は

サービス提供に関わる新しい再委託先が UK 個人データの保護または UK 個人データ保護の

要求を遵守する能力に関して、正当な理由がある場合に当社からの再委託先追加の通知か

ら 15 日以内に 異議を唱えることができます。異議が合理的な理由に基づく場合は、契約

者及び当社は異議に関する解決に向けて誠意をもって協議を行います。協議開始後 15 日

以内に解決が得られない場合、各当事者は相手方当事者に対する書面による通知を持って

本規約を解約することができるものとします。    

 

6.2 当社は UK 個人データの処理に関し、UK 個人データを処理する再委託先と書面による

契約または UK の法律に基づいた手段を有していることを保証します。当該契約またはか

かる手段は、本条件の第 2 章に定められた処理者に課せられるデータ保護に関する義務と

同等の条件を再委託先に課すものとし、再委託先が適切な技術的組織的安全措置を講じる

ことを保証します。 

 

6.3 当社が本サービス及び本規約基づきストレージ、ヘルプデスク、メンテナンスサー

ビス、またはその他のサービスを提供するために再委託先を利用する場合で、その再委託

先が UK 政府が保護に関して十分なレベルの保証をしている旨を決定していない UK 国外の

地域に位置する場合、契約者（契約者自身または管理者である契約者の関連会社、エンド

ユーザまたは顧客）は、当社が個人情報保護法第 24 条に準拠して UK個人データを再委託

先に取り扱わせることに合意します。 

 

  

7 監査と情報 

 

7.1 契約者は当社及び関連会社、またはそのいずれか一方（または、当社及び関連会

社、またはそのいずれか一方が選んだ第三者監査人）に、当社が UK GDPR第 28 条に定め

られた当社の義務を遵守していることを証明するための監査を実施することを委任しま
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す。契約者の求めに応じて、当社及び関連会社は、当社が適切と定める範囲で監査を実施

します。かかる監査は本章第 3 条に定めた技術的組織的安全措置の検査を含みます。 

 

7.2 契約者は監査に関する全ての費用を負担するものとします。 

 

7.3 当社は、契約者に代わって行った処理について以下の項目を含む記録（書面による

か電磁的方法によるかを問いません）を保持します； 

 

7.3.1 当社と契約者の氏名および連絡先情報、（選任されている場合には）データ保護責

任者 

 

7.3.2 （該当する場合には）UK 個人データの第三国への移転情報 

 

7.3.3 可能であれば、処理のセキュリティを担保するための技術的組織的安全管理措置

の概要 

 

  

8 損害賠償 

 

8.1 契約者は、全てのデータ保護法に準拠し、関連会社及び顧客から、本条件に定める

必要な許可及び委任に関する権限を受けていることを保証します。 

 

8.2 当社は本章に定める義務を遂行するため合理的な努力をします。当社は契約者が被

った損害について以下の場合を除き責任を負わないものとします； 

 

(i)UK 個人データの処理における当社の故意・重過失による場合 

 

(ii)契約者の合法的な指示に基づかない、または反する行為によって当社がデータ保護法

に違反した場合 

 

(iii)当社の過失による死亡もしくは身体損傷 

 

(iv)詐欺または詐欺的不実表示への責任 

 

(v)その他法令上、除外することのできない責任 
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第 3 章 一般条項 

 

1.契約者の責任 

 

契約者が本条件またはデータ保護法に違反したことに起因して発生した第三者（データ主

体及び監督当局を含みます。）からのクレームに関しては、契約者が責任を負うものと

し、当社に対して補償し、当社が損害を被らないよう保護するものとします。 

 

  

2.期間と契約終了 

 

本条件は本サービス提供期間と同じ期間有効です。 

 

  

3 準拠法 

 

3.1 本条件は日本法に準拠します。 

 

3.2 契約者及び当社は、本条件に関して生じた全ての紛争は専属的な管轄権を有する東

京地方裁判所に付すことにします。 
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別紙 6 委託先一覧 

■株式会社みらい翻訳（東京都渋谷区渋谷二丁目２２番３号） 

■NTT コムエンジニアリング株式会社(東京都港区芝浦 1-2-1) 


